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「ツーリズムＥＸＰＯジャパン２０２５」出展に係る業務委託仕様書 

 

１ 委託業務の概要 

(１) 業務名称 「ツーリズムＥＸＰＯジャパン２０２５」出展に係る業務委託 

 （２） 履行期間 契約締結日から令和７年１０月３１日（金） 

(３) 業務目的 

    瀬戸内４県都市長会事業実行委員会（以下「委員会」という。）は、「瀬戸内海」という共通 

の資源を持つ４市（高松市、岡山市、広島市、松山市）が連携して共通課題に取り組み、お互 

いの特性をいかした戦略的な観光プロモーションを行っている。 

 令和７年度には大阪・関西万博や瀬戸内国際芸術祭２０２５の開催を契機に多くの外国人観 

光客が来日することが予想され、旅行機運も高まるものと考えられる。この機を逃さず、当該

イベント終了後の継続した旅行客の獲得につなげるためにも、旅行プランを検討する旅行会社 

へのＰＲ、新たな旅先を検討する旅行への関心が高い層へのＰＲが必要になってくる。 

「ツーリズムＥＸＰＯジャパン２０２５」（主催：（公社）日本観光振興協会、（一社）日本旅

行業協会及び日本政府観光局）において、本実行委員会で商談会の実施並びに展示会ブースへ

出展し、瀬戸内４市の観光素材等の魅力を旅行会社や旅行に対する関心が高い層に直接発信す

ることにより、４市への観光誘客を図る。 

(４) 業務内容 

   ア 「ツーリズムＥＸＰＯジャパン２０２５」出展概要 

① 開催概要 

 「旅の未来を創造する」総合観光イベントとして、観光業界はもとより、様々な業界の

関係者が「観光・ツーリズム」を軸に集結し、海外・国内・訪日の観光振興、地域活性化

を目指すとともに参画事業者各々が未来に向けて発展成長していくための展示会。同時に

消費者向けのプロモーション、ダイレクトマーケティングのための機会を提供する。 

② 会期 

令和７年９月２５日（木）～２８日（日） 

③ 場所 

愛知国際展示場：愛知県常滑市セントレア５丁目１０番１号 

（Ａｉｃｈｉ Ｓｋｙ Ｅｘｐｏ） 

④ 主催 

（公社）日本観光振興協会 

（一社）日本旅行業協会（ＪＡＴＡ） 

日本政府観光局（ＪＮＴＯ） 

⑤ 出展内容 

上記イベントにてブースを出展し、商談及び観光ＰＲを行う。 

※業界日（商談会）：令和７年９月２５日（木）～２６日（金） 

※一般日（展示会）：令和７年９月２７日（土）～２８日（日） 

イ 企画デザインの提案 

     商談会及び展示会出展ブースの装飾面積を考慮し、以下の内容を踏まえて提案すること。 

① 商談会及び展示会について 

・２小間で提案すること。（１小間３ｍ×３ｍで積算し、基礎小間渡し装飾方式とする。
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ブースの形状については別紙のとおり。） 

・開口部及びブース位置については令和７年６月下旬でなければ確定しないため、装飾等

の修正には柔軟に対応すること。 

・来場者が楽しむことのできるイベントを提案すること。 

・本実行委員会の過去の成果物を装飾又はイベントに組み込むこと。 

・高さ等の空間を有効に活用し、インパクトがあり、ブース来場者を惹きつける装飾を提

案すること。その際、滞在性の高いレイアウトとし、ブース来場者の動線が円滑になるよ

う工夫すること。 

・出展ブースについては、高松市、岡山市、広島市、松山市の合同出展を予定しており、

装飾やブース来場者が楽しめるイベントは当該４市のコンテンツ等をコンセプトとするこ

と。 

・４市の観光コンテンツをいかしたノベルティを作成すること。 

② 商談会について 

・業界日（商談会）には、各ブースにおいて商談が予定されており、ブース内に設置する

商談用スペース（４人掛け）を１セット以上提案すること。 

   ウ ブース設営・撤去・備品等の搬入出について 

① 設営・搬入日：令和７年９月２３日（火）～２４日（水） 

撤去・搬出日：令和７年９月２８日（日） 

※搬入出日時についてはツーリズムＥＸＰＯジャパン推進室の指示に従うこと。 

※万が一、ツーリズムＥＸＰＯジャパン推進室が指定する会場使用時間を超えた場合に 

発生する時間外使用料については受注者が負担すること。 

② ブース設営について 

・電気設備については無料電源供給１００Ｖ５００Ｗの２口コンセントが提供されるため、

使用する電気量に応じて工事を行い、必要個数のコンセントを設置すること。なお電気工

事については委託料に含め、追加電気工事にて発生する電気代については１ｋＷ当たりの

単価を使用予定数に乗じた金額を予備費として見積金額に加えること。 

・本実行委員会の過去の成果物である観光ＰＲ動画などを放映する映像放映設備（モニタ

ー、再生機器など）を１セット以上提案すること。 

・ブースの装飾に合わせた照明設備を設けること。 

・物品保管等についてはレンタルルーム（３ｍ×３ｍ×２．７ｍ（高さ））を使用し、ブ

ースについてはできる限り装飾等に活用すること。 

・設営に必要な観光素材等については受注者で手配すること。 

・最終的なブースレイアウトは、本実行委員会と協議の上、決定すること。 

   エ 業務報告 

① 提 出 物 事業実施報告書（概要版）（パワーポイント、スライド比率４：３）    

※概要版は、令和７年開催予定の「瀬戸内４県都市長会議」において、会議資料として使

用を想定しており、スクリーンにも投影が想定されることから、適したデザイン、レイア

ウト、フォントサイズとすること。の、スライドは概ね４枚程度を想定しているが、詳細

については受注者と協議すること。 

      提 出 先 瀬戸内４県都市長会事業実行委員会事務局（高松市観光交流課内） 

      提出期限 令和７年１０月２日（木） 
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    ② 提 出 物 事業実施報告書（正式版）（パワーポイントまたはＰＤＦ） 

           事業実施報告書（正式版）（Ａ４判）１部 

      提 出 先 瀬戸内４県都市長会事業実行委員会事務局（高松市観光交流課内） 

      提出期限 令和７年１０月３１日（金） 

 

   オ その他 

    ・ブース及びレンタルルームの申込は本実行委員会で行い、出展料は受注者がツーリズムＥ

ＸＰＯジャパン推進室の支払い期限までに支払うこと。そのため、見積金額にはブース代

及びレンタルルーム代を記載すること。 

※基礎小間（１小間）  ５５１，１００円（税込） 

 レンタルルーム    １２１，０００円（税込） 

    ・主催者に対する出展内容（施工図面、電気配線等）の報告、許可申請、各種支払い等の手       

     続を不足なく行うこと。 

 

２ 提出書類 

本業務の着手及び完了に当たって、下記の書類を提出しなければならない。 

（１）業務委託着手届 （２）工程表 （３）業務委託完了届 （４）請求書 

なお、承認された事項を変更しようとするときは、その都度承認を受けなければならない。 

 

３ 打合せ 

受注者は、常に発注者と緊密な連絡をとり、進捗状況の報告、スケジュール等の調整、課題や問

題点の解決等について、十分な打合せを行うとともに、作業の途中において報告を求められたとき

は、直ちに報告を行わなければならない。 

なお、進捗状況の報告等を行うための打合せは、委託期間内に３回以上行うものとし、打合せ等

に係る議事録は、必ず作成するものとする。作成した資料については各市（高松市、岡山市、広島

市、松山市）担当者にも随時連絡すること。 

 

４ 関係官公庁等との協議 

受注者は、関係官公庁等との協議を必要とするとき、又は協議を受けたときは、誠意を持ってこ

れにあたり、この内容を遅滞なく報告しなければならない。 

 

５ 責任者の配置 

受注者は、責任者を配置することとし、責任者は、業務の適正な管理を行わなければならない。 

 

６ 費用の負担 

本業務の執行等に伴う必要な費用は、本仕様書に明記のないものであっても、原則として受注者

の負担とする。 

 

７ 疑義の解釈 

本仕様書に定める事項について、疑義を生じた場合、又は本仕様書に定めない事項については、

発注者と受注者の協議の上、これを定める。 
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８ その他注意事項  

(１) 本業務において、受注者が制作し、発注者に提出した資料、写真、電子データ等（以下、「本

件成果物」という。）の著作権（著作権法第２７条及び第２８条に規定する権利を含む。）は、

発注者に帰属する。 

(２) 受注者は、発注者に著作権が帰属する本件成果物に関し、いかなる場合においても、著作者

人格権（著作権法第５９条）を行使しないこと。 

(３) 掲載する写真、文章、説明文等は、事実・調査に基づくものとし、転写・引用については肖

像権・著作権等の侵害とならぬよう格段の配慮をすること。 

(４) 受注者は、委託により知り得た事項及び個人情報について、厳にその秘密を守り、他に漏ら

さないこと。 

(５) 発注者が貸与した資料等は、業務完了後速やかに返還し、個人情報の保護義務を遵守するこ

と。 

 (６) 本仕様書に記載されていない事項及び詳細については、発注者と協議の上、適切に対応するこ

と。 

(７) 労働基準法、労働安全衛生法ほか労働関係法規を遵守するとともに、従事労働者に係る適正

な雇用条件の確保に努めること。 

 ア 所定労働時間については、労働基準法に基づき、工事の施工や業務の実施に当たっては、就

労の実態を踏まえ、完全週休２日制の導入や１日の労働時間を縮減する等、法定労働時間の週

４０時間（特例措置の適用を受ける事業にあっては、週４４時間）を遵守すること。 

また、時間外、休日及び深夜（午後１０時から翌日の午前５時まで）に、労働させた場合にお

いては、同法に定める率の割増賃金を支払うこと。 

イ 雇入れの日から起算して６か月間継続勤務し、全労働日の８割以上出勤した労働者に対し

て、最低１０日の年次有給休暇を付与すること。いわゆるパートタイム労働者についても、所

定労働日数に応じて年次有給休暇を付与すること。 

ウ 労働者の雇入れに当たっては、賃金、労働時間その他の労働条件を明示した書面を交付する

こと。 

エ 賃金は毎月１回以上、一定の期日にその全額を直接、労働者に支払うこと。支払の遅延等の

事態が起こらないよう十分配慮すること。賃金については、最低賃金法の定めるところにより

最低賃金額以上の額を支払うこと。 

オ 労働保険はもとより、労働者の福祉の増進のため健康保険及び厚生年金保険は法令に従い

加入すること。 

なお、健康保険及び厚生年金保険の適用を受けない労働者に対しても、国民健康保険及び

国民年金に加入するよう指導すること。 

カ 上記に定めるもののほか、労働基準法、労働安全衛生法ほか労働関係法規を遵守すること。 

（８） 特記事項 

   当委託業務の契約に関する費用（印紙代を含む）は、受注者の負担とする。 


